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匝瑳市有機農業実施計画 

   

 １．市町村

 匝瑳市

 ２．計画対象期間

 令和８年度　～　令和１２年度

 ３．対象市区町村における有機農業の現状と５年後に目指す目標

 ア　有機農業の現状 

本市においては、有機農業に取り組む先進的な生産者が営農している。現状で

は、生産者数、栽培面積、栽培品目はいずれも少ないものの、本市は令和元年度

に「有機農業と地域振興を考える自治体ネットワーク」に参画しており、地域内

の有機農業者との連携のもとで、有機農業の普及・展開に取り組んできた。 

また、本市は令和５年 11 月に環境省が選定する「脱炭素先行地域」の選定を受

けており、本市飯塚地区においては、ソーラーシェアリングと有機農業を組み合

わせたハイブリッドな環境配慮型農業が展開されている。 

近年では、有機農業を主軸とする法人経営体の新規設立や、既存の大規模農業

経営体における有機農業への部分的な転換といった動きが見られるなど、有機農

業に対する関心やニーズは着実に高まりを見せている。 

しかしながら、有機農業は慣行農業と異なり、技術が確立されておらず、地域

内の実践者も多いとは言えないことから、有機農業に関する技術・知識・経験が

不足している。有機農業者の経営安定のためには、有機農産物の販路確保も課題

である。 

【課題】 

・有機農業に関する技術・知識・経験の不足 

・有機農業者の経営の安定・販路確保 

・有機農業者の確保・育成 

【現状値】 

・経営耕地面積 3,040ha（2020 年（令和２年）農林業センサス） 

・農業経営体数 1,366 経営体（2020 年（令和２年）農林業センサス） 

・環境保全型農業直接支払交付金事業において、有機農業に取り組む生産者数

及び取組面積：４者・21ha（令和６年度取組実績） 

イ　５年後に目指す目標 

有機農業の普及・展開を図り、生産者数や取組面積の拡大を目指す。また、

学校給食における有機栽培米の提供を通じて、販路の確保や認知度向上等を図

る。 

事業実施に当たっては、新たな考えや取組を柔軟に取り入れつつ、既存の農
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 業との調和を図ることで、ブランド化等による市農業全体の向上を目指す。 

また、実施に当たっては、本市の脱炭素先行地域の取組と連携・協調し、カ

ーボンニュートラルを推進する。 

関連して、特別栽培農産物や、千葉県の独自認証である「ちばエコ農産物」

を推進することで、さらなる環境負荷低減や有機農業へのステップアップへつ

なげる。 

【目標値】 

・有機農業取組面積：43ha 

・有機農業に取り組む農業経営体数：８者 

・学校給食への有機栽培米の提供

 ４．取組内容

 ア　有機農業の生産段階の推進の取組 

取組面積や生産者の拡大を図るため、以下の取組を実施する。 

・栽培技術の確立：圃場における現地検討会の実施、マニュアルの作成 

・先進地視察・講演会・研修会・意見交換会等の実施 

・有機農業経営体の連携・情報交換等の促進 

・JAS 認証取得支援 

・ICT 等による高精度栽培技術の活用 

 

イ　有機農業で生産された農産物の流通、加工、消費等の取組 

認知度向上や販路拡大を図るため、以下の取組を実施する。 

・直売所・観光施設の活用 

・加工品・商品開発 

・学校給食等への提供 

・食育・農業体験・地産地消 

・認証事業・ブランド化等 

・イベント出展・広報活動・PR・情報発信 

・消費者等との交流促進 

・ふるさと納税返礼品
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 ５．取組の推進体制

 ア　実施体制図 

別図のとおり 

 

イ　関係者の役割 

・匝瑳市農林水産課：本実施計画の遂行のための総合調整・事務処理・支援、

匝瑳市有機農業推進協議会の事務局 

・匝瑳市有機農業推進協議会：関係者の情報交換・意見交換、本実施計画の進

捗管理・効果検証、PR 活動 

・匝瑳市教育委員会（匝瑳市学校給食センター）：学校給食における有機栽培米

の活用、学校給食や食育活動を通じた有機農業に対する理解の促進 

・公益財団法人　自然農法国際研究開発センター：有機農業に関する技術指導

等 

・匝瑳市農業再生協議会・匝瑳市農業委員会・匝瑳市農業振興会：PR 活動、イ

ベント実施、生産者等への周知、事業全般に対する助言 

・千葉県海匝農業事務所：農業者等への技術指導・情報提供、事業全般に対す

る助言 

・ちばみどり農業協同組合営農センターそうさ：農業者等への技術指導・情報

提供 

・農業者等：有機農業に係る取組の試行・実践・PR 活動、ノウハウの共有、担

い手の確保、販路開拓、学校給食への有機栽培米の供給 

・畜産農家：堆肥の提供、畜産廃棄物等の活用 

・脱炭素先行地域関係事業者：環境配慮型農業の推進 

・ふれあいパーク八日市場・匝りの里等：有機農産物の直売、PR 活動、イベン

ト実施 

・地域おこし協力隊：有機農業・農産物の PR
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 ６．本事業以外の関連事業の概要

 取組の一層の深化や定着を図るため、みどりの食料システム戦略推進交付金と

併せて、以下の事業等の活用を検討する。 

・環境保全型農業直接支払交付金（国庫補助事業）：有機農業をはじめとする環

境保全型農業に取り組む農業者等への補助を行う。 

・「環境にやさしい農業」推進事業（千葉県単独補助事業）：千葉県農業の持続

的な発展に向け、生産性の向上を図りつつ、生産活動に伴う環境負荷をでき

る限り低減する「環境にやさしい農業」に取り組む生産者に対して、環境保

全型農業技術の導入支援する。 

・地域おこし協力隊（総務省）：地域おこし協力隊を通じてＰＲ等の事業推進を

図る。 

・個人版・企業版ふるさと納税：寄附を活用し、取組の質的・量的な向上を図

る。

 ７．みどりの食料システム法に基づく有機農業の推進方針について

 千葉県及び県内市町村との共同で令和５年３月に策定した「千葉県環境負荷低

減事業活動の促進に関する基本的な計画」に沿って、本実施計画に基づく取組を

推進する。 

また、みどりの食料システム法に基づく特定区域の設定に向けた検討を行い、

設定後は計画実現に向けた取組を行う。

 ８．その他（達成状況の評価、取組の周知等）

 本実施計画に基づく取組状況や目標の達成状況等を評価するため、毎年度、庁

内で評価の上、匝瑳市有機農業推進協議会において、ＰＤＣＡサイクルに基づい

た進行管理と効果検証を行うとともに、その結果を本市の公式ホームページにお

いて公表する。 

取組の周知については、市公式ホームページや広報紙、SNS などを活用するとと

もに、関係団体や地域おこし協力隊等を通じた情報発信を行う。

 ９．資金計画

 令和８年度は、国のみどりの食料システム戦略推進（緊急対策）交付金のうち

「有機農業拠点創出・拡大加速化事業」を活用し、圃場における現地検討会の実

施、講演会・研修会・意見交換会の開催、販路拡大に向けた地域イベントへの出

展、学校給食での有機農産物の活用等の取組を実施する。 

令和９年度以降も、継続的な取組を展開できるよう、国・県・市の関連事業等

や個人版・企業版ふるさと納税の活用、地域の金融機関や J-クレジットを通じた

民間企業等との連携等も視野に入れつつ、安定的な事業実施体制の構築を図るこ

とで、有機農業の推進に努める。



関係機関

地域内外の様々な主体

教育

技術指導

生産

加工・流通・販売等

取組の推進体制
匝瑳市有機農業推進協議会及び連携図
※着色はコアメンバー それ以外は想定連携先

地域おこし協力隊

市内の有機農業者

千葉県
（環境農業推進課・海匝農業事務所）

ちばみどり農協
（営農センターそうさ）

ふれあいパーク八日市場

ふるさと納税返礼品

匝瑳市農業委員会

農業者・農業者団体

環境直払・多面的の組織

脱炭素先行地域関係事業者 NPO法人 SOSA PROJECT

匝瑳市教育委員会
（学校給食センター）

匝瑳市農業再生協議会

匝瑳市農業振興会

実施主体
匝瑳市

畜産農家

公益財団法人
自然農法国際研究開発センター

一般社団法人
次代の農と食をつくる会

NPO法人 匝瑳市観光物産協会 
そうさ観光物産センター匝りの里 


